高齢者支援の法律・政策（小林）
高齢社会対策は社会全般にわたって必要であり、それぞれの分野において取り組まれてきたが、社会全体として連携して総合的に推進していくことが望まれる。そのために、高齢社会対策の基本理念を明確にして、社会全体として高齢社会対策を総合的に推進していくことを目指し、1995年11月に高齢社会対策基本法が成立した。

●老人福祉法
　「老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、老人に対し、その心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、もって老人の福祉を図ること」を目的とする。現行の老人福祉法は、介護保険法と役割分担しながら、老人福祉施策の体系を築いている。

●高齢者の医療の確保に関する法律
　この法律に基づき設けられた制度として後期高齢者医療制度が2008年4月から実施されている。

　高齢者の医療制度については、高齢者の医療を国民全体として分かち合っていく仕組みとして、75歳以上の高齢者を対象とした独立した医療保険制度である後期高齢者医療制度のもとで運営がなされている。

●高齢者虐待防止法
　施設従事者等による虐待もその対象とし、虐待の防止とともに、高齢者の養護者となっている家族の支援をも視野に入れたものである。

　家族機能の低下が言われている現代社会において、自らや家族の力のみでは生活できない状況に陥りながら、社会サービスや資源の利用にうまくつながれない者も地域社会には多くいる。この法の施行ととき同じくして介護保険制度の改正によって、地域包括支援センターが設置された。高齢者虐待防止法の成立により公的責任の明確化等が図られ、他の施策とあいまって社会的支援の基盤が整備されつつあり、高齢者の尊厳と権利の擁護を目指した実践が徐々に進められている段階である。

1 養護者による高齢者虐待

類型：「身体的虐待」「ネグレクト」「心理的虐待」「性的虐待」「経済的虐待」

2 養護施設従事者等による高齢者虐待

法が定める「養介護施設」の範囲：地域包括支援センターなど←刑期を終えた元受刑者が利用すると考えられる。

●成年後見制度
　成年後見制度とは、認知症高齢者を例に取れば、判断能力低下のため自分の人生を「どこでどのように暮らすか」等に関し、適切に自分で手配・決定、契約という手続きをできなくなったときにできなくなった部分を補う支援者をつける権利擁護の制度である。

　・任意後見制度と法定後見制度

任意後見制度は、まだ判断能力があるときに契約を結び、誰にどのような権限を持たせて報酬をいくらにするかなどを公正証書として作成、登記し、判断能力低下後、あらためて任意後見監督人を決め初めて発効するものである。法定後見制度は、このような準備なくすでに判断能力低下に至った者たちの権利としての自由権や契約権を、本人の能力に応じた権限（代理権・取消権・同意権）をもたせることみよって本人の「最善の利益」を護る支援者をつけるものである。

【私見】

　刑期を終えた受刑者たちがその後どのように護られていくかを考えていく上で重要なテーマかと思われるが、その点でいうと、あまり役に立つとは思えない。通常の高齢者を期待したものばかり

で、特に医療に関しては、国民保険を払っていなければ受けられず、どのような場合でも一人で生きていくには難しい
。
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�刑期を終えた受刑者の中でも、高齢者に関しては特別な規定がある。みたいなことは、ないのだろうか？


�PAGE \# "'ページ : '#'�'"  ��高齢者に限らず問題になっている刑事政策上の最も大きな課題の一つなのですが、「刑期満了者はいきなり社会に放り出される」→適応できずに再犯してしまう傾向にあるというものがあります。例えば、仮釈放の場合、保護観察という、いわば見守りがついて受刑者が社会に少しずつ適応できるように付いていてくれる人がいます。しかし、満了してしまうとそのような見守りが一切ない点に欠陥がある、ということが盛んに言われています。なので、おそらくそのような規定は高齢者のみならず若者に関してすら無いのだと思います･･･（汗）。要調査といったところでしょうか。先生に聞いておきます。


�生活保護が適用される可能性は?


�PAGE \# "'ページ : '#'�'"  ��ナマポは単身者には適用されやすいみたいですね。なるほど、ナマポが高齢者保護のための政策かどうかは置いておいて、一人で生きていくには問題なさそうに見えてきます。経済的な意味では。





